
分 野 利 点 課 題

物 品 市 場 ○ 日 本 製 品 へ の 関 税 撤 廃 ● 農 産 物 9 4 0品 目 の 関 税

ア クセ ス ○ 資 源 の 安 定 確 保 　 撤 廃

原 産 地 ○ 貿 易 実 務 の 簡 素 化 ● 原 材 料 の 安 全 性

規 則 ○ 域 内 サ プ ライチェー ン の 確 立 ● 原 産 地 の 証 明 制 度

貿 易 円 滑 化 ○ 中 小 企 業 の 貿 易 促 進 特 にな し

貿 易 救 済 ○ ダ ン ピン グ課 税 の 抑 制 ● 輸 入 増 に 伴 う国 内 産 業

（セ ー フガ ー ド） ○ 特 定 産 品 別 の 保 護 が 可 能 に 　 へ の 影 響

政 府 調 達 ○ 参 加 国 の 公 共 事 業 へ の 参 入 ● 参 加 国 企 業 の 参 入

○ 模 倣 品 ・海 賊 版 対 策 の 強 化 ● 特 許 ・著 作 権 な どの

○ 日 本 企 業 の 技 術 を保 護 　 国 内 法 との 整 合 性

金 融 ○ 金 融 ビジ ネ ス の 海 外 展 開 ● 郵 政 事 業 や 共 済 組 合

サ ー ビス ※ 公 的 医 療 保 険 は 対 象 外 　 へ の 影 響

○ 先 進 技 術 を持 つ 日 本 企 業 が ● 漁 業 へ の 影 響

　優 位 に 立 て る

※ 「 T PP協 定 交 渉 の 分 野 別 状 況 」を参 考 に 作 成

分 野 別 の 状 況 （抜 粋 ）

知 的 財 産

環 境

10
月

20
日
に
臨
時
国
会
が

開
会
。
会
期
は

12
月
９
日
ま

で
で
す
。
今
国
会
で
は
①
第

３
次
補
正
予
算
案
②
環
太
平
洋

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ

Ｐ
）
協
定
の
交
渉
参
加
問
題

③
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
案

の
法
案
取
り
ま
と
め
―
―
な

ど
が
重
要
テ
ー
マ
で
す
。

経
済
連
携
で
国
を
開
き

ア
ジ
ア
の
成
長
を
活
力
に

交
渉
参
加
の
是
非
を
め
ぐ

り
党
内
調
整
が
続
い
て
い
た

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い
て
野
田
佳
彦

首
相
は

11
月

12
、

13
日
に
ハ

ワ
イ
で
開
催
さ
れ
た
ア
ジ
ア

太
平
洋
経
済
協
力
会
議
（
Ａ

Ｐ
Ｅ
Ｃ
）
首
脳
会
議
で
交
渉

参
加
の
た
め
の
各
国
と
の
協

議
を
表
明
。
こ
れ
を
受
け
、

政
府
は
交
渉
参
加
の
同
意
を

得
る
た
め
、
年
内
に
米
国
や

豪
州
な
ど
交
渉
参
加
９
カ
国

と
の
事
前
協
議
に
入
る
方
針

で
す
。

日
本
が
交
渉
に
参
加
す
る

に
は
９
カ
国
す
べ
て
の
同
意
が

必
要
で
、
チ
リ
や
豪
州
な
ど

で
は
閣
議
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

は
閣
僚
判
断
、
米
国
で
は
議

会
の
事
前
承
認
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
こ
の
た
め
日
本
の
正
式

交
渉
参
加
が
認
め
ら
れ
る
の
は

来
春
と
み
ら
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に
伴

う
メ
リ
ッ
ト
や
懸
念
材
料
も

党
内
で
協
議
し
て
い
ま
す
。

民
主
党
は

10
月

17
日
、
経
済

連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

で
政
府
が
ま
と
め
た
「
Ｔ
Ｐ

Ｐ
協
定
交
渉
の
分
野
別
状
況
」

に
基
づ
き
交
渉
参
加
９
カ
国
が

24
部
会
で
検
討
す
る

21
分
野

に
つ
い
て
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加

し
た
場
合
の
利
点
と
課
題
な
ど

に

つ

い

て

検
討

し

ま

し

た

【
（
表
）
】
。

ま
た
、
農
業
へ
の
影
響
が

懸
念
さ
れ
て
い
る
た
め
、
政

府
は

10
月

20
日
に
「
我
が
国

の
食
と
農
林
漁
業
の
再
生
の
た

め
の
基
本
方
針
・
行
動
計
画
」

を
取
り
ま
と
め
ま
し
た
。
農

地
集
約
化
や
新
規
就
農
支
援
、

加
工
か
ら
流
通
・
販
売
ま
で
手

掛
け
る
６
次
産
業

化
の
人
材
確
保
と

い
っ
た
競
争
力
強

化
で
「
高
い
レ
ベ

ル
の
経
済
連
携
と

両
立
し
う
る
持
続

可
能
な
農
林
漁
業

を
実
現
す
る
」
考

え
で
す
。

東
日
本
大
震
災

で
日
本
は
１
６
０

を
超
え
る
国
・
地

域
な
ど
か
ら
物
資
・

人
的
支
援
を
受
け

ま
し
た
。
世
界
が

手
を
差
し
伸
べ
て

く
れ
た
背
景
に
は
戦
後
の
日
本

が
国
際
社
会
で
貢
献
し
積
み
重

ね
て
き
た
信
頼
が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
国
と
国
と
の
信
頼

や
結
び
付
き
を
経
済
を
通
じ
て

強
化
す
る
の
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
最
大

の
目
的
で
す
。
さ
ら
に
民
主

党
は
「
ア
ジ
ア
太
平
洋
自
由

貿
易
圏
」
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
Ｐ
）

の
確
立
（
平
成

32
年
目
標
）

も
視
野
に
入
れ
て
い
ま
す
。

内
向
き
志
向
か
ら
脱
却
し
、

再
び
日
本
が
世
界
に
雄
飛
す
る

た
め
に
は
、
ア
ジ
ア
を
は
じ

め
と
す
る
世
界
の
経
済
成
長
を

バ
ネ
に
飛
躍
す
る
。
こ
う
し

た
「
国
を
開
く
」
考
え
方
が

不
可
欠
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
。

社
会
保
障
給
付
１
０
０
兆
円

税
と
一
体
改
革
待
っ
た
な
し

政
府
が
６
月
に
ま
と
め
た

「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革

案
」
の
具
体
化
も
急
務
で
す
。

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研

究
所
の
調
査
に
よ
る
と
、
平

成

21
年
度
の
社
会
保
障
給
付

額
は

99
兆
８
５
０
７
億
円
で

過
去
最
高
を
更
新
。
伸
び
率

が
最
大
（
前
年
度
比
６
・
７

％
増
）
の
「
介
護
」
は
７
・

１
兆
円
、
「
年
金
」
（
同
４
・

４
％
増
）
は

51
・
７
兆
円
、

「
医
療
」
（
同
４
・
２
％
増
）

は

30
・
８
兆
円
で
し
た
。

し
か
も
患
者
の
自
己
負
担
分

を
含
め
た
「
国
民
医
療
費
」

は
同
年
度
に

34
兆
円
を
突
破

し
て
お
り
、
毎
年
約
１
兆
円

ず
つ
膨
張
し
て
い
ま
す
。

こ
の
社
会
保
障
の
財
源
と
な

る
厚
生
年
金
保
険
料
や
健
康
保

険
料
は
月
収
に
応
じ
て
徴
収
額

が
変
わ
り
ま
す
。
こ
の
た
め

人
件
費
を
抑
制
す
る
企
業
な
ど

の
増
加
に
伴
い
、
保
険
料
収

入
が
減
少
。
そ
の
分
を
賄
う

公
費
は
逆
に
増
加
し
て
お
り
、

同
年
度
は
約

20
％
増
で

39
兆

円
を
超
え
て
い
ま
す
。

一
方
、
国
と
地
方
の
総
債

務
残
高
は
１
０
０
０
兆
円
に
迫

る
勢
い
で
、
今
年
度
の
基
礎

的
財
政
収
支
（
Ｐ
Ｂ
）
の
赤

字
は

22
兆
７
４
８
９
億
円
に

達
す
る
見
通
し
で
す
。
政
府

は
Ｐ
Ｂ
の
赤
字
を
平
成

27
年

度
に

22
年
度
比
の
半
減
、

32

政
府
は

10
月

28
日
、
平
成

年
度
に
黒
字
転
換
す
る
目
標
を

掲
げ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
社
会
保
障
と
財
政

の
危
機
を
解
消
す
る
た
め
、

政
府
は
平
成

21
年
３
月
の
改

正
所
得
税
法
の
附
則
に
基
づ
き

税
制
に
つ
い
て
「

23
年
度
中

に
必
要
な
法
制
上
の
措
置
を
講

じ
る
」
と
明
言
。
改
革
案
に

も
２
０
１
０
年
代
半
ば
ま
で
に

段
階
的
に

10
％
ま
で
引
き
上

げ
る
こ
と
を
明
記
し
ま
し
た
。

こ
の
た
め
改
革
案
の
具
体
化

に
向
け
年
内
の
法
案
整
備
、

来
年
の
通
常
国
会
で
の
成
立
を

目
指
し
ま
す
。
消
費
税
に
つ

い
て
武
正
公
一
議
員
は
か
ね
て

か
ら
日
用
品
や
食
料
品
な
ど
を

ゼ
ロ
税
率
・
低
税
率
に
す
る

「
軽
減
税
率
」
の
導
入
を
主

張
し
て
い
ま
す
。
党
税
制
調

査
会
の
副
会
長
も
務
め
て
い
る

た
め
、
平
成

27
年
度
の
財
政

健
全
化
目
標
と
す
り
合
わ
せ
な

が
ら
、
引
き
続
き
て
い
ね
い

に
議
論
し
て
い
き
ま
す
。

23
年
度
第
３
次
補
正
予
算
案
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Ｐ
参
加
で
世
界
に
飛
躍
！

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
も
！

民主党プレス民主編集部
東京都千代田区永田町1-11-1
電話 03-3595-9988 （代表）

民主党埼玉県連広報局
さいたま市浦和区高砂3-6-16
電話 048-833-3500
FAX 048-833-3503
URL http：//minshu.org
E-mail info@minshu.org

【
３
次
補
正
・
復
興
財
源
】

12
兆
円
の
う
ち
復
興
債
11
兆
円
！

所
得
・
住
民
税
原
資
に
償
還
25
年
！



国税 増税幅 実施期間

復興特別

所得税

復興特別

法人税

地方税 増税幅 実施期間

個人住民税 1,000円/年 0.06兆円×10年 H26.6～36.5（10年）

退職所得控除廃止 10％控除廃止 0.02兆円×10年 H25.1～34.12（10年）

※「平成23年度第17回税制調査会参考資料」を基に作成

H25.1～49.12（25年）

H24.4～27.3（3年）

2.1%

10%

約０.８兆円

税収見込

0.3兆円×25年

0.8兆円×3年

約９.７兆円

税収見込

と
復
興
財
源
確
保
特
別
措
置
法

案
を
国
会
へ
提
出
。

11
月

21

日
に
参
院
本
会
議
で
可
決
、
成

立
し
た
３
次
補
正
予
算
は

12
・

１
兆
円
。
う
ち
基
礎
年
金
の
国

庫
負
担
分
に
充
て
る
年
金
臨
時

財
源
２
・
５
兆
円
を
含
む
復
興

関
連
は

11
・
７
兆
円
で
す
。

こ
の
復
興
財
源
は
歳
出
削
減

（
１
６
４
８
億
円
）
な
ど
の

ほ
か
「
復
興
債
」
（

11
・

55

兆
円
）
で
確
保
す
る
方
針
で
す
。

一
方
、
財
源
確
保
法
案
に
つ

い
て
は
復
興
債
の
償
還
期
間
・

原
資
を
め
ぐ
り
民
主
、
自
民
、

公
明
の
３
党
が
①
償
還
期
間
は

「

25
年
」
②
た
ば
こ
税
は
除

外
し
「
復
興
特
別
所
得
税
」

「
復
興
特
別
法
人
税
」
な
ど

の
増
税
で
原
資
を
捻
出
③
復
興

債
は
特
別
会
計
で
管
理
―
―

す
る
こ
と
と
併
せ
、
同
法
案
を

修
正
す
る
こ
と
で
合
意
し
ま
し

た
（
【
表
】
）
。
復
興
債
は

「
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額

の
範
囲
内
」
で
５
年
間
の
集

中
復
興
期
間
（
平
成

27
年
度

末
）
に
発
行
で
き
ま
す
。

復
興
増
税
額
は

25
年
間
で

10
・
５
兆
円
（
Ｂ
型
肝
炎
対

策
費
除
く
）
を
想
定
し
て
い

ま
す
。
た
だ
、
復
興
財
源
に

つ
い
て
は
日
本
郵
政
や
Ｊ
Ｔ

と
い
っ
た
政
府
保
有
株
の
売

却
益
な
ど
約
２
兆
円
の
税
外

収
入
も
見
込
ん
で
い
ま
す
。

年
金
臨
時
財
源
に
つ
い
て

は
１
次
補
正
予
算
の
財
源
に

転
用
さ
れ
て
い
る
た
め
、
復

興
債
で
補
て
ん
す
る
こ
と
を

民
主
、
自
民
、
公
明
の
３
党

が
８
月
に
確
認
。
こ
の
３
党

の
意
向
を
踏
ま
え
、
財
源
確

保
法
案
に
も
年
金
臨
時
財
源

を
確
保
す
る
た
め
「
復
興
債

を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
」

と
明
記
さ
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
懸
念
さ
れ
る
の
が
財

政
健
全
化
目
標
と
の
整
合
性
で

す
。
こ
の
た
め
政
府
は
経
済
成

政
府
は
５
月
に
４
兆
円
の
１

次
補
正
予
算
、
７
月
に
２
兆
円

の
２
次
補
正
予
算
を
成
立
さ
せ

11
月

21
日
に

12
兆
円
余
り
の

第
３
次
補
正
予
算
が
参
院
本
会

議
で
可
決
、
成
立
し
ま
し
た
。

岩
手
、
宮
城
、
福
島
の
被

災
３
県
の
が
れ
き
は
合
計
約
２

２
７
３
万
ｔ
、
う
ち
１
４
３
９

万
ｔ
が
撤
去
さ
れ
ま
し
た
。
建

物
解
体
に
よ
る
が
れ
き
量
を
除

い
た
散
乱
が
れ
き
（
約
１
３
２

３
万
ｔ
）
の
撤
去
率
は

92
％

で
、
沿
岸
部
の
岩
手
県
陸
前
高

田
市
や
宮
城
県
石
巻
市
な
ど
は

１
０
０
％
、
福
島
県
相
馬
市
は

96
％
（

11
月

15
日
現
在
）
。

予
算
措
置
は
１
次
補
正
で
３
５

１
９
億
円
、
３
次
補
正
で
３
８

６
０
億
円
で
す
。

仮
設
住
宅
の
完
成
戸
数
は
５

１
８
８
６
戸
で
必
要
戸
数
の
約

99
％
が
完
成
（

11
月

14
日
現

長
と
財
政
再
建
の
両
立
を
目
指

す
「
新
成
長
戦
略
」
に
復
興

計
画
な
ど
を
反
映
さ
せ
た
日
本

成
長
の
戦
略
を
年
内
に
ま
と
め

る
方
針
で
す
。

在
）
。
賃
貸
住
宅
の
借
上
げ

戸
数
は
６
万
３
０
８
６
戸
（
同

15
日
現
在
）
。
国
家
公
務
員

宿
舎
（
受
入
可
能
３
万
７
８
６

３
戸
）
と
公
営
住
宅
（
同
２

万
３
９
０
５
戸
）
は
そ
れ
ぞ
れ

９
４
４
６
戸
、
７
５
５
４
戸
が

入
居
済
み
で
す
（
同

14
日
現

在
）
。
予
算
措
置
は
１
次
補

正
で
３
６
２
６
億
円
。

道
路
は
東
北
自
動
車
道
の
ほ

か
、
東
京
―
青
森
間
を
結
ぶ

国
道
４
号
の
被
災
３
県
内
区
間

（
４
９
２
㎞
）
な
ど
が
完
全

復
旧
。
石
巻
や
釜
石
な
ど
を
経

由
し
て
仙
台
―
青
森
間
を
結
ぶ

同

45
号
の
被
害
区
間
（
４
８

１
㎞
）
も
ほ
ぼ
復
旧
し
て
い
ま

す
（

10
月

31
日
現
在
）
。
被

害
総
額
７
７
０
０
億
円
を
超
え

る
３
県
の
２
６
０
漁
港
の
う
ち

岩
手

89
、
宮
城
１
０
８
、
福

島
７
の
計
２
０
４
漁
港
の
復
旧

が
着
工
し
て
い
ま
す
。

農
地
の
除
塩
事
業
（
１
次
補

正

24
・
５
億
円
）
は
岩
手
５

ha
、
宮
城
１
１
４
７

ha
、
福

島

61
ha
で
実
施
中
で
す
。
被

災
３
県
の
津
波
被
害
農
地
は
約

２
・
３
万

ha
、
全
耕
地
面
積

の
約

52
％
（
山
手
線
内
側
の

約
４
倍
）
に
及
び
ま
す
。
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【
東
日
本
大
震
災
の
復
興
状
況
】

被
災
３
県
の
が
れ
き
９
割
撤
去
！

仮
設
住
宅
は
13
万
戸
！

浅野目 義英（県議・浦和区）

昭和３３年生まれ
民主党・無所属の会幹事長

県土都市整備委員会

高野 秀樹（市議・岩槻区）
昭和３５年生まれ

民主党さいたま市議団副団長

地下鉄7号線延伸事業化特委

神崎 功（市議・緑区）
昭和３０年生まれ

民主党さいたま市議団団長

民主党埼玉県連副代表
総合政策、議会改革推進委員会

三神 尊志（市議・見沼区）

昭和５５年生まれ
総合政策委員会副委員長

見沼田圃将来ビジョ ン委員会

原田 健太（市議・浦和区）
昭和４２年生まれ

民主党さいたま市議団政調会長

大都市行政委員会委員長

武田 和浩（市議・見沼区）

昭和36年生まれ
市民生活委員会

地下鉄7号線延伸事業化特委

衆議院議員たけまさ公一 ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ
●昭和３６年(１９６１年)生まれ
●さいたま市立木崎小、木崎中、県立浦和高校、慶応義塾大学法学部政治学
科卒業。平成元年、松下政経塾卒業（５期生）

●平成１１年４月、埼玉県議会議員２期目当選
●平成２１年８月３０日、衆議院議員４期目当選
●鳩山内閣外務副大臣、第一次菅内閣外務副大臣

●【国会】予算委員会次席理事、郵政改革特別委員会筆頭理事
●【民主党本部】財務委員長、税制調査会副会長、地域主権調査会顧問
●【民主党埼玉県連】代表

民主党埼玉県第１区総支部

地方議員並びに

県政・市政担当者

井上 將勝（県議・見沼区）

昭和54年生まれ
民主党・無所属の会

環境農林委員会、予算特別委員会

小柳 嘉文（市議・浦和区）

昭和40年生まれ
市民生活委員会

見沼田圃将来ビジョ ン委員会

松岡 耕一（緑区）

昭和51年生まれ
民主党埼玉県第１区総支部幹事

緑区・県政担当

石田 昌生（緑区）

昭和35年生まれ
民主党埼玉県第１区総支部幹事

緑区・市政担当


